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研究成果の概要（和文）：　合併後の過疎地域の状況をみると地域組織が累積し、一定の自立性をもつ地域であった地
域単位が、その機能を失い、集積していた地域組織が機能不全化しつつあることが再確認された。こうした状況をふま
え、地域福祉圏域の再編にあたっては地域組織に注目した圏域設定が必要であることを指摘した。当該地域社会におい
て、どのような地域組織が活発に活動しているのか、その影響力評価によって地域社会を分類することが効果的である
ことを示唆した。
　また、地域福祉活動の担い手である具体的な組織の状態に注目することによって、地域特性を把握することの可能性
についても指摘した。

研究成果の概要（英文）：After the municipal merger the depopulated area has changed largely. First of 
all, the function of the community groups has weakened. Though the change in the villages(集落) has been 
relatively small, the area of Ooaza(大字) which independently had many regional organizations has lost 
their centripetal force.
Facing these changes, in order to confirm the conditions to set the area of community welfare, we made a 
social survey in Hita, Oita Prefecture (Random sampling from the list of voters, Number of targets: 1000, 
Ratio of responses: 46.0%).
The result of the survey showed that it is necessary to confirm the activity of community groups in order 
to set the area of community welfare. In addition, it pointed out that it is effective to classify the 
community by the intensity of influence of the community groups.

研究分野： 地域福祉社会学
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１．研究開始当初の背景 
 世帯の極小化、人口減少、高齢化の深化と
いった家族構造、人口構造の急激な変化に西
日本過疎地域は見舞われている。集落の消滅
すら予測される事態の中で、過疎高齢者の生
活は不安定な状況にあり、ふれあい･いきい
きサロン活動、見守り活動などの地域福祉活
動への期待が高まっているが、地域社会の弱
体化によって地域社会に基礎を置く地域組
織･集団（町内会自治会、老人クラブ、婦人
会、地区社会福祉協議会など）の衰退がもた
らされ、地域福祉活動の維持が難しくなりつ
つある。そして、こうした傾向を加速させた
のが市町村合併である。 
 市町村合併の目的は、地方分権の推進、少
子高齢化への対応、広域的な行政需要への対
応、国・地方の財政再建などとされている（総
務省）。しかし、市町村合併の結果、行政組
織は当面の問題をひとまず先送りできたか
のようであるが、地域住民の生活が大きく改
善されたとはいえず、むしろ様々な課題が生
起しつつある。とりわけ市町村合併の影響を
強く受けているのは、合併せざるを得ないと
ころまで追い込まれた過疎地域である。 
 市町村合併後、過疎自治体は広域再編によ
って一見安定し、過疎集落も様々な課題を抱
えてはいるが現時点では何とか持ちこたえ
ている。しかし、集落と自治体とを媒介する
旧村などの範域は地域単位としての役割を
失いつつある。小規模な集落では地域福祉活
動は維持できず、大規模化した自治体範囲で
は住民からあまりにも距離がある。そのため
過疎地域の地域福祉活動にとっては、この地
域単位の再編成、維持がきわめて重要な意味
を持っている。すでに『「これからの地域福
祉のあり方に関する研究会」報告書』（2008
年）においても地域福祉推進の条件として適
切な圏域設定が求められているが、第二社会
地区（鈴木榮太郎）とも重なるこの地域単位
は老人クラブ、婦人会などの地域組織･集団
の累積の厚みがあり自立した地域であった
が、市町村合併によって、地域単位としての
機能を失い、集積していた地域組織･集団は
機能不全化している。結果、地域組織・集団
に支えられてきた地域福祉活動も活動の継
続が困難となる事態が拡大している。市町村
合併後の地域福祉活動の衰退は、高齢層の生
活を不安定な状態に導きつつある。合併の影
響を行政サービスの格差是正などの社会サ
ービス水準の調整問題にとどめるのではな
く、過疎地域住民、とりわけ高齢者の地域福
祉ニーズなどの生活変容の実態と、地域意識、
生活環境評価、将来展望などの意識変容を現
時点で検証し、過疎高齢者を支える地域福祉
活動継続の条件と、それらの基礎となる地域
福祉圏域の再編成と維持のための条件を明
らかにする必要がある。 
 市町村合併は全国一律に進んでいるわけ
ではない。「市町村の合併の特例に関する法
律」（旧合併特例法）によって合併は加速さ

れたが、市町村数の減少が大きかった県は、
広島県（1999 年県内市町村数の 26.7％に減
少）、大分県（同 31.0％に減少）などであり、
地域的な差異がきわめて大きいため調査フ
ィールドは市町村合併の影響を強く受けて
いる九州地方の県に設定した。 
 しかし、市町村合併の影響評価に関する地
域福祉学、地域社会学における先行研究の蓄
積は少なく、市町村合併の影響を地域組織・
集団の変化から捉えた研究や、地域福祉活動
を維持するために求められる地域福祉圏域
の維持等に関する研究もほとんど認められ
ない。 
 本研究は、全国的にみても市町村合併が大
きく進行した西日本過疎地域の変化をふま
え、過疎高齢者の生活の継続を支援するため
に必要な地域福祉活動継続の条件となる地
域福祉圏域設定の要件を明らかにすること
を目指した。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、市町村合併後の西日本過疎地域
において、地域組織･集団による地域福祉活
動継続のために必要な地域福祉圏域の再編
成のあり方について明らかにすることを目
的としている。 
 そのために、各種の地域組織･集団が集積
している地域範域（旧村落）を調査対象フィ
ールドとし、地域福祉活動を支える地域組
織･集団が基礎を置く地域福祉圏域が弱体化
している実態を把握する。 
 これらを通じて、過疎地域における地域組
織･集団による地域福祉活動の継続条件と、
地域福祉活動にとって適正な空間的・地理的
な範域を、合併後の地域福祉圏域とするため
の設定基準を明らかにし、過疎地域の高齢者
の生活支援のための方策を提示する。 
 
３．研究の方法 
 市町村合併の影響を強く受けている西日
本過疎地域（大分県日田市の旧日田市、旧上
津江村、旧中津江村）において、質的調査（地
域組織･集団の代表者、地域福祉活動の参加
者・利用者、地方自治体等の関係者に対する
聞き取り）を実施した。そのうえで、市町村
合併後の地域福祉課題の変化、地域意識、市
町村合併の評価などを調査項目とする下記
の量的調査を実施した。 
 
・調査の名称：「日田市における住みよい地
域づくりアンケート」 
・実査時期：2016 年 1月 
・調査方法：郵送法 
・調査対象：調査時点で 20 歳以上の選挙人
名簿登載者（旧日田市、旧上津江村、旧中津
江村） 
・調査対象者数：1000 人 
・調査対象地区別配票数：旧日田市 400 票 
 旧上津江村 300 票 旧中津江村 300 票 
・抽出方法：無作為抽出 



・回収数(回収率)：460 票(46.0%) 
 
 今回の調査票回収率は、46.0％に留まった。
郵送法としては必ずしも低い回収率とはい
えないが、当該地域で 1996 年、2007 年に実
施した同様の社会調査よりも低くなった。こ
れにはいくつかの要因が考えられる。例えば、
配付回収期間に大雪に見舞われたため、高齢
者を中心に外出が避けられたため、郵便ポス
トへの投函が難しくなったことがある（対象
者から返送が遅れる旨の電話があり、その際
にこうした理由が伝えられた）。しかし、悪
天候といった偶発的な要因ではなく、返送し
ようにも徒歩圏内にポストがない（かつては
あったが廃止された）という問題もある。こ
れも対象者（高齢者）からの連絡で調査票の
投函を別居子に頼まなくてはならず、返送が
遅れるとの連絡があったことから判明した
のであるが、郵便ポストの減少は、過疎地域
での郵送法調査の実施にあたっては、今後大
きな問題になるのではなかろうか。 
 
４．研究成果 
（1）地域福祉と地域圏域 
 地域福祉活動は、小学校区、中学校区とい
った学校区が圏域として設定されることが
少なくない。鈴木榮太郞の自然村概念を想起
せずとも、人々の生活構造と密着していた学
校区の持つ重みは理解できるが、人口減少な
どによって学校統廃合の動きは全国的に拡
大し、学校区がもつ実質的な意味合いは変化
しつつある。したがって、学校なき後の学校
区を地域福祉活動の圏域として維持してい
く際に、学校に替わるいかなる象徴をそこに
見出すのかが問われ始めている。 
 地域の象徴とは、当然のことながら学校の
校舎といった物理的なものだけではなく、
人々が共有し、地域社会への帰属意識を支え
る地域の祭などの地域文化的な活動を想起
してもよい。こうした様々な象徴は衰退傾向
にあるが、地理的な空間としての圏域に、活
動の場として実質的な意味を与えるために
は、人々が当該の圏域に対して、何らかの共
通した意識を持つ必要がある。 
 住民の地域社会への帰属意識やそれをさ
さえる生活構造の実態を軽視した、地域を機
械的に区切った圏域設定では現実的ではな
い。 
 しかし、学校区の変質をはじめとして、象
徴を維持するための構造的な条件がくずれ
つつある。人口減少、高齢化といった人口構
造的変化に加えて、平成の大合併と呼ばれる
市町村合併の影響も小さくはなかった。市町
村合併が過疎地域に与えた影響としては、過
疎地域の集落と自治体とを媒介する旧村程
度の範域が、地域単位としての役割を失いつ
つあることが問題である。そして、小規模な
集落では人口減少による担い手の減少や高
齢化の進行によって地域福祉活動が維持で
きなくなり、大規模化した自治体では、その

範域が大きすぎるため活動が行いにくくな
っている（山本・高野 2013）。 
 そのため過疎地域の地域福祉活動にとっ
ては、地域単位の再編成、維持がきわめて重
要な意味を持っているが、合併後の過疎地域
の状況をみると、老人クラブ、婦人会などの
地域組織が累積し、一定の自立性をもつ地域
であった第二社会地区とも重なる地域単位
が、市町村合併によって地域単位としての機
能を失い、集積していた地域組織が機能不全
化しつつあることが判明した。その結果、地
域組織に支えられてきた地域福祉活動も継
続が困難となる事態が拡大している。 
 地域福祉圏域の再編にあたっては地域組
織に注目した圏域設定が必要であることを
指摘した。当該地域社会において、どのよう
な地域組織が活発に活動しているのか、その
影響力を評価することによって地域社会を
分類する方法である。地域社会に存在する
様々な中間集団としての地域組織の担い手
の属性、活動目標などが、地域社会の人口構
造や生活構造などによって規定されること
から、当該地域社会の地域組織の社会的性格、
相互関係を把握することによる地域社会の
分類であるが効果的であることが明らかに
なった。 
 
（2）地域特性と地域福祉 
 地域福祉では、地域特性に応じたサービス
提供が必要であるが、地域特性とは人口規模
に基づく大都市、中小都市、町村などといっ
た都市区分が用いられる場合がある。しかし、
単なる人口区分は、一見明確のようで、地域
の実態をふまえた課題解決を考える際には
扱いづらいため、地域福祉活動の担い手であ
る具体的な組織の状態に注目することによ
って、地域特性を把握することの可能性につ
いても指摘した。この点は、今後さらに検討
を進める必要がある。 
 なお、以上の研究成果は、下記の「５．主
な発表論文等」の雑誌論文（高野 2015）に
おいて公表しており記述の重複がある。 
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